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大
阪
教
文
セ
ン
タ
ー

教
育
予
算
の
増
額
、
教
育

教
育
予
算
の
増
額
、
教
育

条
件
の
整
備
確
立
を
行
え

条
件
の
整
備
確
立
を
行
え

　

大
教
組
は
、「『
大
阪
府
一

斉
学
力
調
査
』
は
、
行
政
が

示
す
目
標
へ
子
ど
も
と
学
校

を
数
値
目
標
で
追
い
立
て
、

競
争
主
義
教
育
を
す
す
め
る

こ
と
、
目
標
管
理
シ
ス
テ
ム

を
徹
底
す
る
こ
と
に
な
り
、

大
問
題
」
と
再
度
撤
回
を
要

求
し
ま
し
た
。

大
教
組　

校
長
が
、
特
定
の

子
ど
も
だ
け
「
全
国
一
斉
学

力
調
査
」
を
別
室
で
受
け
る

よ
う
、
前
日
に
担
任
に
指
示

し
た
事
例
が
あ
る
。
ゆ
が
ん

だ
実
態
に
つ
い
て
、
府
教
委

に
是
正
指
導
を
求
め
る
。

府
教
委　

子
ど
も
に
と
っ
て

適
切
な
指
導
で
あ
っ
た
の

か
、
必
要
に
応
じ
て
（
府
教

委
の
是
正
）
指
導
は
必
要
で

あ
る
。
子
ど
も
を
追
い
立
て

る
の
で
は
な
く
、
適
切
な
指

導
が
望
ま
し
い
と
思
う
。

大
教
組　

「
全
国
一
斉
学
力

調
査
」
の
希
望
利
用
を
市
町

村
や
学
校
に
押
し
つ
け
る

な
。

府
教
委　

押
し
つ
け
る
こ
と

は
な
い
。

大
教
組　

教
員
免
許
更
新
制

の
見
直
し
が
行
わ
れ
る
ま

で
、
府
教
委
と
し
て
文
部
科

福
祉
と
暮
ら
し
最
優
先

福
祉
と
暮
ら
し
最
優
先

の
府
政
へ
の
転
換
を

の
府
政
へ
の
転
換
を

　

今
、
大
阪
経
済
と
府
民
の

暮
ら
し
は
深
刻
な
危
機
が
続

い
て
い
ま
す
。
大
阪
の
総
生

産
は
、
全
国
と
比
べ
て
大
き

く
落
ち
込
み
、
完
全
失
業
率

も
７
・
７
％
で
全
国
最
悪
に

な
っ
て
い
ま
す
。
民
間
労
働

者
の
４
人
に
１
人
は
年
収
２

０
０
万
円
以
下
、
生
活
保
護

率
は
４
・
３
％
で
全
国
最

高
、
国
保
料
の
滞
納
率
は
約

25
％
に
達
し
て
い
ま
す
。
地

方
自
治
体
の
役
割
と
責
任

は
、「
住
民
の
福
祉
の
増

進
」（
地
方
自
治
法
）
に
あ

り
ま
す
。
府
民
の
暮
ら
し
と

福
祉
を
守
る
「
防
波
堤
」
と

し
て
、
本
来
の
役
割
を
果
た

す
府
政
に
転
換
す
る
こ
と
が

強
く
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

財
界
が
主
人
公
の
、

財
界
が
主
人
公
の
、

橋
下
「
大
阪
都
構
想
」

橋
下
「
大
阪
都
構
想
」

を
許
さ
ず

を
許
さ
ず

　

橋
下
知
事
は
、
府
民
生
活

そ
っ
ち
の
け
で
、「
大
阪
府

解
体
」
を
叫
ん
で
い
ま
す
。

「
大
阪
都
構
想
」
は
、
関
西

財
界
が
描
い
た
シ
ナ
リ
オ
を

忠
実
に
実
行
し
、
大
型
開
発

を
推
進
す
る
た
め
、
大
阪
市

の
財
源
や
権
限
を
思
い
の
ま

ま
に
す
る
こ
と
が
ね
ら
い
で

す
。
お
ま
け
に
、
住
民
サ
ー

ビ
ス
は
市
町
村
へ
押
し
つ

け
、
民
間
委
託
化
を
す
す
め

よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
地
方

自
治
体
を
大
企
業
の
も
う
け

の
場
に
つ
く
り
か
え
よ
う
と

す
る
も
の
で
す
。
福
祉
切
り

捨
て
、
破
た
ん
し
た
大
型
開

発
優
先
の
古
い
政
治
を
許
す

の
か
、
許
さ
な
い
か
が
、
最

大
の
争
点
に
な
り
ま
す
。

府
民
の
く
ら
し
と

府
民
の
く
ら
し
と

大
阪
経
済
を
ど
う

大
阪
経
済
を
ど
う

立
て
直
す
の
か

立
て
直
す
の
か

　

今
、
景
気
を
回
復
し
て
い

く
上
で
、
一
番
求
め
ら
れ
て

い
る
の
は
、
冷
え
切
っ
て
い

る
府
民
の
ふ
と
こ
ろ
を
、
直

接
に
温
め
、
消
費
を
拡
大
し

て
い
く
こ
と
で
す
。
財
界
の

シ
ン
ク
タ
ン
ク
も
、「
日
本

経
済
の
最
大
の
問
題
点
は
賃

金
が
あ
が
ら
な
い
こ
と
」「
賃

金
を
あ
げ
て
個
人
消
費
を
増

や
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」

と
発
言
し
て
い
ま
す
。
大
阪

経
済
の
再
生
へ
、
雇
用
の
確

保
、
中
小
企
業
へ
の
支
援
、

民
間
・
公
務
す
べ
て
の
労
働

者
の
賃
金
引
上
げ
な
ど
、
内

需
中
心
の
経
済
運
営
へ
、
大

本
か
ら
転
換
し
て
い
く
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

「
何
の
た
め
の
政
権
交
代
だ
っ
た
の
か
」、
民

主
党
へ
の
期
待
は
、
幻
滅
か
ら
怒
り
へ
と
変
わ
っ

て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
も
と
で
、
多
く
の
国
民
の

な
か
に
深
い
閉
塞
感
が
広
が
る
と
と
も
に
、
未
来

に
希
望
の
あ
る
政
治
の
実
現
へ
、
真
剣
な
模
索
が

す
す
ん
で
い
ま
す
。
い
っ
せ
い
地
方
選
挙
は
、
新

し
い
政
治
を
つ
く
り
出
す
チ
ャ
ン
ス
で
す
。

学
省
に
「
制
度
の
中
止
・
凍

結
」
等
を
含
め
た
方
策
を
求

め
る
べ
き
。
ま
た
、
休
職
者

や
講
師
へ
の
教
員
免
許
更
新

制
度
の
情
報
提
供
が
不
十

分
。

府
教
委　

府
教
委
と
し
て
直

ち
に
中
止
と
は
言
え
な
い
。

国
の
動
き
を
注
視
し
て
い

く
。
休
職
者
に
つ
い
て
は
、

（
情
報
が
）
本
人
に
届
く
よ

う
行
っ
て
い
る
。
講
師
へ
の

周
知
は
、
教
諭
と
区
別
な
く

行
っ
て
い
る
。

　

大
教
組
は
、「
教
育
は
正

規
教
職
員
が
担
う
こ
と
が
基

本
」「
教
育
に
臨
時
は
な

い
」「
定
数
内
講
師
・
臨
時

主
事
・
養
護
助
教
諭
・
臨
時

技
師
を
減
ら
し
、
正
規
教
職

員
の
大
幅
採
用
増
を
行
う
」

の
３
点
が
府
教
委
の
基
本
姿

勢
で
あ
る
こ
と
を
確
認
。
ま

た
、「
教
育
予
算
を
削
減
す

る
た
め
に
、
正
規
教
職
員
を

減
ら
し
、
臨
時
教
職
員
で
代

用
し
て
い
る
の
で
は
な
い
」

と
い
う
府
教
委
の
言
明
を
再

確
認
し
、
正
規
教
職
員
の
大

幅
採
用
増
を
強
く
求
め
ま
し

た
。

大
教
組　

定
数
内
講
師
等
の

任
用
根
拠
は
地
方
公
務
員
法

22
条
２
項
、
確
認
し
た
府
教

委
の
基
本
的
立
場
と
地
方
公

務
員
法
の
理
念
か
ら
し
て
も

定
数
内
講
師
等
の
急
増
は
、

重
大
問
題
だ
。

府
教
委　

議
会
で
何
度
も
指

摘
さ
れ
て
、
こ
の
状
態
は
本

意
で
は
な
い
。
減
ら
す
努
力

を
し
て
き
た
。（
大
教
組
か

ら
）
指
摘
さ
れ
た
こ
と
を
し

っ
か
り
認
識
し
て
（
定
数
内

講
師
等
を
）
減
ら
す
努
力
、

採
用
し
て
い
け
る
よ
う
に
努

力
し
た
い
。

　

大
教
組
は
、
府
教
委
が
行

っ
た
「
評
価
・
育
成
シ
ス
テ

ム
」
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
で
、

「
評
価
・
育
成
シ
ス
テ
ム
」

の
目
的
が
達
成
さ
れ
て
い
る

か
問
う
設
問
で
、
大
多
数
の

教
職
員
が
否
定
的
判
断
を
示

し
た
こ
と
を
指
摘
。
ま
た
、

賃
金
へ
の
反
映
が
「
意
欲
・

資
質
能
力
の
向
上
」
に
つ
な

が
ら
な
い
と
い
う
意
思
が
示

さ
れ
た
こ
と
を
指
摘
し
、
府

教
委
は
、
そ
れ
ら
を
事
実
と

し
て
受
け
入
れ
ま
し
た
。

大
教
組　

教
育
活
動
は
専
門

的
で
長
期
的
で
集
団
的
な
営

み
、
校
長
に
よ
る
ラ
ン
ク
付

け
で
客
観
・
公
正
に
評
価
で

き
な
い
こ
と
が
、「
評
価
・

育
成
シ
ス
テ
ム
」
の
最
大
の

制
度
的
欠
陥
で
あ
る
。
こ
れ

を
賃
金
に
反
映
さ
せ
る
こ
と

で
、
一
層
教
育
を
ゆ
が
め
る

危
険
性
が
高
ま
る
。
府
教
委

の
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
も
生
か

し
、
シ
ス
テ
ム
の
抜
本
的
な

見
直
し
、
賃
金
へ
の
反
映
撤

回
に
踏
み
出
す
べ
き
だ
。

た
。
次
に
、「
教
育
課
程
の

編
成
権
は
各
学
校
に
あ
り
、

各
学
校
の
創
意
・
工
夫
は
尊

重
す
る
」
こ
と
を
確
認
。
大

教
組
は
、「
土
曜
授
業
は
、

完
全
学
校
５
日
制
の
趣
旨
に

反
し
、
子
ど
も
に
過
重
な
負

担
を
与
え
る
も
の
で
あ
る
」

こ
と
を
指
摘
し
、
府
教
委
は

「
土
曜
授
業
は
、
年
間
１
回

程
度
保
護
者
参
観
等
で
実
施

し
て
い
る
の
が
現
状
。
総
授

業
数
確
保
に
努
め
る
必
要
は

あ
る
が
、
そ
れ
以
上
を
求
め

る
も
の
で
は
な
い
」
と
回

答
。
ま
た
、「
標
準
時
数
の

上
乗
せ
、
短
縮
授
業
期
間
の

見
直
し
、
長
期
休
業
期
間
の

削
減
は
、
押
し
つ
け
な
い
」

と
回
答
し
ま
し
た
。

　

橋
下
知
事
の
教
育
委
員
会

廃
止
構
想
に
つ
い
て
は
、

「
知
事
の
考
え
と
教
育
委
員

会
と
の
間
に
は
ギ
ャ
ッ
プ
が

あ
る
の
も
事
実
」「
現
行
の

憲
法
、
教
育
基
本
法
に
も
と

づ
く
教
育
委
員
会
の
役
割
を

ふ
ま
え
て
、
教
育
行
政
を
推

進
す
る
」
と
回
答
し
ま
し

た
。

　

大
教
組
は
、
ま
ず
「
教
育

行
政
は
、
憲
法
の
理
念
と
原

則
を
堅
持
し
、
教
育
の
条
理

に
も
と
づ
き
、
教
育
委
員
会

と
し
て
の
自
主
性
を
堅
持
す

る
こ
と
」「
事
前
協
議
を
含

む
労
使
慣
行
を
引
き
続
き
遵

守
す
る
こ
と
」「
一
般
的
に

教
育
内
容
に
つ
い
て
は
、
命

令
・
強
制
は
な
じ
ま
な
い
こ

と
」
の
３
点
の
確
認
を
求

め
、
府
教
委
は
了
承
し
ま
し

　

大
教
組
は
、
12
月
16
日
（
木
）
府
教
委
交
渉
を
実
施

し
ま
し
た
。
交
渉
の
冒
頭
、
田
中
康
寛
委
員
長
は
「
今

求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
は
、
一
層
の
競
争
で
子
ど
も
た

ち
を
バ
ラ
バ
ラ
に
す
る
の
で
は
な
く
、
子
ど
も
た
ち
の

人
間
的
な
つ
な
が
り
を
育
ん
で
い
く
こ
と
」
と
述
べ
る

と
と
も
に
、「
先
生
が
い
な
い
と
い
う
『
教
育
に
穴
が

あ
く
』
状
況
が
、
依
然
と
し
て
常
態
化
し
て
い
る
状

態
」
の
是
正
を
強
く
求
め
ま
し
た
。
大
教
組
は
、
学
校

現
場
の
実
態
等
を
も
と
に
府
教
委
を
厳
し
く
追
及
す
る

な
か
で
、
府
教
委
は
「（
定
数
内
講
師
等
を
）
減
ら
す

努
力
、
採
用
し
て
い
け
る
よ
う
に
努
力
し
た
い
」「
標

準
時
数
の
上
乗
せ
、
短
縮
授
業
期
間
・
長
期
休
業
期
間

の
削
減
、
土
曜
授
業
は
押
し
つ
け
な
い
」
と
回
答
し
ま

し
た
。

１･28比例定数削減ストップ集会
　集会では龍谷大学の森秀樹教授が講
演。「切り捨てられるのは民意」と批
判。集会には1000人を超える府民が参加
しました（１月28日　中之島公会堂）

近畿・中部臨時教職員のつどい
　「長い臨時教員生活を語る～子どもた
ちとともに歩んだ日々」と題して、堺教
組の２人の小学校教員が講演。全国の運
動を交流し、集会には140人が参加しま
した（１月15日・16日　堺市内）

労
使
慣
行
・
教
育
課
程

教
育
課
程
の
編
成
権

府
教
委

各
学
校
で
創
意
工
夫
を
生
か
し
た

教
育
課
程
を
編
成
す
る
こ
と

府教委
交　渉

学
力
テ
ス
ト
問
題
・
教
員
免
許
更
新
制

大
教
組

「
大
阪
府
学
力
調
査
」を
や
め
よ

「
全
国
一
斉
学
力
調
査
」の
希
望

利
用
を
市
町
村
に
押
し
つ
け
る
な

府
教
委

（「
全
国
一
斉
学
力
調
査
」の
希
望
利
用
を
）

押
し
つ
け
る
こ
と
は
な
い

非
正
規
教
職
員
問
題

大
教
組

定
数
内
講
師
等
を
計
画
的
に
減
ら
し
、

正
規
教
職
員
の
大
幅
採
用
増
を

府
教
委

（
定
数
内
講
師
等
を
）減
ら
す
努
力
、

採
用
し
て
い
け
る
よ
う
に
努
力
し
た
い

評
価
育
成
シ
ス
テ
ム

「
評
価
・
育
成
シ
ス
テ
ム
」

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
は
、

是
正
不
可
能
な
構
造
的
欠
陥

を
も
っ
て
い
る

橋
下
府
政
を
転
換
し
、府
民
が
主
人
公
の
大
阪
に 〈基本事項〉

○ 教育行政は、憲法の理念と原則を堅持し、地方教育委員会として
の自主性を保持してすすめる。 

○大教組との事前協議を含む労使慣行を引き続き遵守する。
○ 現行の憲法、教育基本法にもとづく教育委員会の役割をふまえ
て、教育行政を推進する。

○教育委員会としての自主性と中立性を堅持する。
〈教育内容・学習指導要領等〉
○一般的に教育内容については、命令・強制はなじまない。
○ 教育課程の編成権は各学校にあり、各学校の創意・工夫は尊重す
る。

○学校５日制発足当初の趣旨は、尊重する。
○ 標準時数の上乗せ、短縮授業期間の見直し、長期休業期間の削
減、土曜授業は押しつけない。

○ 「全国学力調査」の希望利用について、市町村教委や学校に押し
付けることはない。

〈教育条件整備・教育施策全般〉
○ 学校支援地域本部事業については、学校としての自主的な取り組
みを尊重する。

○ 高校教育無償化は、社会で高校への進学を支えるという意味で意
義がある。

○ 学校選択制はプラス面がある反面、教育の機会均等を損なうとい
う懸念、学校の序列化や学校間格差の発生、学校と地域社会の結
びつきが弱まるなどの課題があると認識している。適正就学の観
点を踏まえ、特定の学校を忌避することや教育の機会均等が損な
われることがないように指導する。

○ 教員免許制度の抜本的な見直しにあたっては、教員の負担増や多
忙化、教員を希望する者の減少等につながらないよう、現行の10
年経験者研修等の法定研修との整合を含めて検討することなどを
国に要望している。

○ 教員免許の更新対象となる府立学校、小中学校に勤務する教員等
の更新状況を把握するとともに、未受講が起こらないよう必要な
対応を行う。

○ 教育は正規教職員が担うことが基本である。
○ （定数内講師・臨時主事・養護助教諭・臨時技師については）こ
れ以上増やさない、比率を上げないよう努力したい。

○新規採用については必要な数を確保する。

【府教委の主な回答事項】【府教委の主な回答事項】
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保健室の超多忙の解消、再任
用職員の定数外扱いを訴える
（12月22日）　 　　　　　　

「システム」廃止・撤回、「教育に穴あく事態」を徹底追及

教育長に要求書を手交する田中康寛委員長

経験ある臨時教職員の正規
採用を行え（１月６日） 　

養
護
教
員
部

臨
教
教
職
員
部

初任者研修の日程短縮、府立
学校の健康診断の改善で前進
回答引き出す（１月18日） 　

教育条件整備、公教育を支
える職員の労働条件改善を
要求（12月21日）　 　　　

青 

年 

部

事
務
職
員
部

「代替講師が来ない事態の解
消へ責任を果たせ」。職場の実
態をもとに追及（12月27日）

栄養教諭への任用、再任用職
員の任用などで改善かちとる
（12月27日）　 　　　　　　

女 

性 

部

栄
養
職
員
部

大幅在籍者増に見合った学級
設置と教職員増を要求　　　
（12月27日）　 　　　　　　

障
害
児
教
育
部

１・19府庁包囲で「府財政構造改革プラン」
撤回をアピール　　　　　　　　　　　　　

○ 維新の会は、大阪都の目的は「企業が儲けてもらうこと」
だと露骨に語り、「住民の生活基盤に関わる事務は基礎自
治体が」と、府民サービスは市町村に押しつけています。

○ 具体的な政策は、「企業活動を活性化させる空港、港湾、
高速道路、鉄道のインフラを整備」「法人税の減税、規制
緩和などを軸とする特区を設定」など、財界の要求そのも
のです。

○ 「大阪都構想の中身が見えない」「住民サービスがどうな
るのかの説明がない」との批判に対しては、大阪都構想は
「広域行政ですから、住民の身近なサービスにかかわるこ
とではありません」と開き直っています。府民の切実な要求
に対しては、何も具体的な打開方向を示せないでいます。

＊〈大阪都構想とは？〉（維新の会ＨＰより）

　大教組の７つの専門部が府
教委との定期交渉を実施。職
場の切実な要求実現を府教委
に迫りました。

第21回共同研究集会

第１部　青年トークのひろば
第２部　講演「つながりあって学校づくり」
 山口隆さん（全教委員長）

■２月27日（日）10：00～16：30
■府教育会館３Fカトレア


